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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等を含めていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

    ４ 純資産の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  

回次 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 5,053,757 5,328,969 5,882,965 6,314,255 7,517,584

経常利益又は 
経常損失（△） 

(千円) △299,729 97,840 395,247 252,121 445,215

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(千円) △794,879 69,557 335,678 173,089 278,093

純資産額 (千円) 734,129 832,746 1,053,650 1,229,603 1,686,337

総資産額 (千円) 6,396,073 5,836,735 6,149,784 6,190,992 7,548,214

１株当たり純資産額 (円) 66.89 75.82 95.72 111.62 141.90

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) △72.70 6.36 30.58 15.71 24.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.5 14.3 17.1 19.9 22.3

自己資本利益率 (％) △71.7 8.9 35.6 15.2 19.1

株価収益率 (倍) ― 10.05 6.97 11.78 7.00

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 6,375 201,567 350,470 △258,369 △579,938

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 94,299 680,508 46,645 △10,351 △132,994

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △236,622 △843,149 △126,528 127,602 803,177

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 189,461 228,216 498,633 357,344 447,284

従業員数 (名) 150 135 134 133 147



(2) 提出会社の経営指標等 

  

  (注) １ 売上高には、消費税等を含めていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

    ４ 純資産の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  

回次 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 4,282,870 4,546,354 5,078,045 5,451,191 6,405,918

経常利益又は 
経常損失（△） 

(千円) △187,216 72,820 273,860 126,765 283,104

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(千円) △851,624 71,779 260,539 115,290 205,752

資本金 (千円) 556,500 556,500 556,500 556,500 620,000

発行済株式総数 (株) 11,130,000 11,130,000 11,130,000 11,130,000 12,090,000

純資産額 (千円) 965,037 1,064,808 1,200,886 1,316,400 1,724,162

総資産額 (千円) 5,958,904 5,264,206 5,573,657 5,432,750 6,509,252

１株当たり純資産額 (円) 86.79 95.78 108.06 118.48 142.68

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

0.00 

(―)

0.00

(―)

0.00

(―)

0.00 

(―)

0.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) △76.56 6.46 23.44 10.37 17.94

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.2 20.2 21.6 24.2 26.5

自己資本利益率 (％) △62.0 7.1 23.0 9.2 13.5

株価収益率 (倍) ― 10.06 9.09 17.84 9.59

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (名) 98 91 91 93 102



２ 【沿革】 

  

  

明治40年６月 伊藤伝七氏はスウェーデン式ホーロー鉄器の製造を目的とし、資本金50万円を

もって琺瑯鉄器株式会社を設立。 

  

大正11年６月 三重琺瑯株式会社と商号変更する。輸出向ホーロー鉄器の専門メーカーとし

て、「イーグル」商標のもとに確固たる地位を確立。 

  

昭和13年４月 戦時体制下に於て飛行機部品、軍需資材の製造に従事するため、機械加工を開

始。 

  

昭和20年８月 本社工場が戦災により焼失したが、戦後直ちに復興し、残存設備を活用しステ

ンレス製品の製造を開始。 

  

昭和28年５月 桑名興業株式会社を設立(現・連結子会社)。 

昭和36年10月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

昭和39年９月 桑名市大字星川1001番地の現在地に本社工場を移転。 

昭和40年８月 株式会社星川製作所を設立。 

昭和45年３月 三重ホーロー株式会社と商号変更。 

平成７年12月 日本産研株式会社を買収し子会社とする(現・連結子会社)。 

平成９年９月 株式会社エコノを設立し環境・住宅機器商品の販売を開始。 

平成11年７月 株式会社日本ジョイントを設立しステンレス製フランジの事業を開始。 

平成12年５月 株式会社中部マテリアルズを設立し、同年６月より管工機材販売の営業を開始

(現・連結子会社)。 

  

平成13年１月 現社名「株式会社 M I E テクノ」と商号変更。 

平成13年１月 日本産研株式会社は、社名を「株式会社 M I E フィッティング」と商号変更。 

平成13年４月 株式会社 M I E フィッティングは、株式会社日本ジョイントを吸収合併。 

  

平成14年４月 桑名興業株式会社は、株式会社星川製作所を吸収合併し、同時に社名を「株式

会社 M I E フォワード」と商号変更。 

  

平成15年９月 「株式会社エコノ」を解散。 

平成19年３月 中国現地法人「惠艾高科管件貿易(上海)有限公司」を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と関係会社４社で構成されており、ステンレス製管継手の専業メーカーとして、工場用溶接

継手、建築用溶接継手、フランジ、ねじ込み継手、またそれらをパイプ等に組み込んだプレハブ加工品の製造・販売

を主な事業として取り組んでおります。 

なお、当社及び関係会社の位置付けは、次のとおりであります。 

  

 
  

（注） 上記㈱ＭＩＥフォワード以下４社は、連結子会社であります。 

  

  

４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ ㈱中部マテリアルズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。 

主要な損益情報等 ① 売上高     2,060,021千円 

② 経常利益     108,278千円 

③ 当期純利益    56,579千円 

④ 純資産額     140,454千円 

⑤ 総資産額     985,328千円 

  

名称 住所 資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合(％) 関係内容 

(連結子会社)    

㈱ M I E フォワード 三重県桑名市 30
溶接継手・フランジ
その他製品の梱包・
保管・発送 

100.0

業務委託契約に基づき、当社の
製品・商品の梱包・マーキン
グ・出荷業務を行っている。な
お、当社所有の土地を賃貸して
いる。 
役員の兼任２名 

㈱ M I E フィッティング 兵庫県西宮市 30 溶接継手製造
100.0
(51.3) 

当社の注文により大径管の製造
を行い、主に当社に納めてい
る。 
役員の兼任２名 

㈱中部マテリアルズ 
(注)２,４ 名古屋市中川区 40

溶接継手・フランジ
その他製品の販売 

100.0
(15.0) 

当社の管継手製品を販売してい
る。 
役員の兼任３名 

惠艾高科管件貿易(上海)有限公司 中国上海 50
溶接継手・フランジ
その他製品の販売 
及び輸出入 

100.0
当社の管継手製品を販売してい
る。 
役員兼任３名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

 ２ 平均年間給与は、賞与及び諸手当を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、マネージャー以上の従業員および管理部に勤務する正社員２級以上を除く従業員が、M I E 

テクノ労働組合を結成し、JAMに加入しており、平成19年３月末現在の組合員数は ６５名であります。 

なお、現在組合との間に懸案事項はありません。 

また、連結子会社４社については労働組合はなく、懸案事項はありません。 

  

区分 溶接継手 フランジ その他 全社(共通) 合計 

従業員数(名) ８２ ２５ １３ ２７ １４７ 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

１０２ ４４．１ １４．３ ４，５５８ 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、世界経済の拡大基調を背景に企業収益の好調が持続するなか、民間設備投資は

引き続き高い水準を維持しており、雇用情勢も徐々に改善して個人消費の持ち直しが見られるなど、堅調に推移し

ました。 

当社グループを取り巻く環境は、製紙・化学・造船・半導体・デジタル関連企業などの積極的な設備投資が続き今

期も需要が拡大しました。また、中国経済の急拡大を背景に世界的な資源価格の上昇のなかニッケル価格も高騰を続

けたため、当社の主要原材料であるステンレス価格が急騰いたしました。 一方、近年増加傾向が著しい流通企業に

よる製品輸入は、台湾・中国からの突合せ溶接継手とフランジの輸入がさらに拡大し市場の競合は激化しておりま

す。 

このような状況のもと、当社グループは顧客各社に品質・納期ともに満足いただけるよう努めるとともに販売価格

の改定に取り組みました。 また、造船・デジタル関連工場など新たな分野への取り組みや東南アジアへの販路拡大

にも注力しました。 

その結果、当期の連結売上高は７,５１７百万円（前期比１９.１％増）を確保し、営業利益は  ５５６百万円

（前期比４４.０％増）、経常利益は４４５百万円（前期比７６.６％増）、当期純利益は２７８百万円（前期比６

０.７％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

    （単位：百万円） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物期末残高は、前年に比べ８９百万円増加し４４７百万円となりまし

た。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益３４８百万円を確保いたしましたが、売上増に伴

う売掛債権の増加６５０百万円、仕入価格の上昇が続くなかで在庫の積み増しと在庫の単価上昇による棚卸資産の増

加４９９百万円等により５７９百万円のマイナスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得７５百万円、投資有価証券の取得 ６８百万円など

があり、１３２百万円のマイナスとなりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、増資による収入１２５百万円、借入金の増加６７５百万円があり、８０

３百万円のプラスとなりました。 

項  目 平成１８年３月期 平成１９年３月期 増  減 

営業活動によるキャッシュ・フロー △２５８ △５７９ △３２１

投資活動によるキャッシュ・フロー △１０ △１３２ △１２２

財務活動によるキャッシュ・フロー １２７ ８０３ ６７５

現金及び現金同等物換算差額 △０ △０ △０

現金及び現金同等物の増減額 △１４１ ８９ ２３１

現金及び現金同等物期末残高 ３５７ ４４７ ８９



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

売上高の主な区分別内訳は次のとおりであります。 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 溶接継手：工場用管継手、建築用管継手 

  フランジ：フランジ 

  その他：プレハブ加工、バルブ、下請加工、資材売他 

２ 上記の金額には、消費税等は含めていません。 

  

(2) 受注状況 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含めていません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

２ 上記の金額には、消費税等を含めていません。 

  

３【対処すべき課題】 

当社グループは、「ステンレス製管継手」の最有力企業グループとしての地位を確固たるものにするため、平成

１７年８月“ＭＩＥチャレンジ１００”をキャッチフレーズにした中期経営計画を策定いたしました。この計画の

最終年度となる本年は、以下の４本柱を指針としております。 

区分 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 増減金額(千円) 

金額(千円) 金額(千円)

溶接継手 1,104,013 1,056,631 △47,382

フランジ 273,799 340,684 66,885

その他 417,014 309,901 △107,113

合計 1,794,828 1,707,217 △87,611

区分 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

受注高(千円) 受注残高(千円) 受注高(千円) 受注残高(千円)

溶接継手 3,533,204 1,258,700 4,117,859 1,320,891

フランジ 1,882,594 102,507 2,690,131 151,198

その他 921,196 58,963 795,698 34,186

合計 6,336,996 1,420,170 7,603,688 1,506,275

区分 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 増減金額(千円) 

金額(千円) 金額(千円)

溶接継手 3,518,741 4,055,668 536,927

フランジ 1,880,341 2,641,440 761,099

その他 915,171 820,475 △94,696

合計 6,314,255 7,517,584 1,203,329

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

イシグロ㈱ 479,220 7.6 928,336 12.3 

㈱大一商会 637,073 10.1 775,105 10.0 



① 企業価値の増大 

  ｏ売上高目標、経常利益率目標、純資産額目標の達成 

  ｏ「統合化システム」の構築 

  ｏ株主配当の復活 

② 経営基盤の強化 

ｏ新 “モノづくり” 体制の構築 

ｏ経営基盤のグローバル化 

ｏ新分野開拓の準備 

③ 顧客満足度の向上 

ｏ効率的な在庫政策の徹底 

ｏ調達・購入先の品質管理状況監視システムの強化 

ｏ「品質方針の基本（ISO9001）」、「環境基本方針（ISO14001）」遵守による顧客満足度 

追求の貫徹 

④ 時代の要請への的確な対応 

ｏコーポレートガバナンス確立のための「内部統制システム」の構築 

ｏ環境社会、少子・高齢化社会への対応の充実 

ｏ職場環境改善への注力 

これらの課題克服に向け総力を結集し取り組む所存でございます。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

(1) 当社グループは、ステンレス製管継手部門に事業を集約してまいりました結果、当連結会計年度では同部門の売上

シェアーが９８％にまでなっております。このため当社グループの販売・収益基盤はステンレス材料の価格動向によ

り大きく影響を受けます。 

(2) 上記に加え、当連結会計年度末で想定される主なリスクは、以下のような事項があります。 

① 日本および世界経済（特に中国経済）の動向 

② 設備投資動向の急激な変動 

③ 大幅な為替変動 

④ 長期金利の変動 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社ベネックスとの資本・業務提携契約 

   当社は、平成18年10月31日開催の取締役会において、株式会社ベネックスとの間で資本・業務提携契約の締結及

び同社を割当先とする第三者割当増資による新株式発行を決議し、同日資本・業務提携契約を締結いたしました。 

  

資本・業務提携契約の概要は次のとおりであります。 

 １．資本・業務提携の理由 

   当社及び株式会社ベネックスは、両社の保有する経営資源を相互に補完・有効活用し、一層のコスト競争力と

効率的な事業運営を目的に業務提携と資本提携を行うものです。 

２．資本・業務提携の内容 

(1) 業務提携の内容 

 ① 継手製品の共同調達 

     両社がそれぞれ独自に行っている継手製品の海外調達に関して、共同で調達することにより調達先への価



格交渉力を高め、調達コストの低減を図ります。 

 ② 海外市場における販売協力 

   両社は、今後成長が期待される中国などの海外市場での販売拡大を目的として、相互に協力してまいりま

す。 

 ③ 製品の相互供給 

   当社の国内１工場と、株式会社ベネックスの国内４工場及び加工委託先であるベトナム工場で生産する製

品を相互にＯＥＭ供給し、生産の効率化を図ります。 

(2) 資本提携の内容 

 ① 株式会社ベネックスによる当社への資本参加 

   当社は、株式会社ベネックスを割当先とする第三者割当増資を行います。これにより同社は、６０万株を

取得することになり、当社の発行済み株式総数の４．９６％(本件増資後のシェアー)を保有します。 

 ② 当社による株式会社ベネックスへの資本参加 

   当社は,株式会社ベネックスの普通株式を約125,400千円取得します。 

３．資本・業務提携先の概要 

４．日程 

    平成18年10月31日（火） 取締役会決議（資本・業務提携契約締結、新株式発行） 

  平成18年10月31日（火） 資本・業務提携契約書締結 

  平成18年10月31日（火） 有価証券届出書提出（東海財務局） 

  平成18年11月16日（木） 有価証券届出書効力発生日  

  平成18年11月30日（木） 払込期日 

  

株式会社 M I E フォワードとの株式交換 

   当社は、平成１８年７月31日開催の取締役会において、平成18年10月１日を期して株式交換により、株式会社会

社 M I E フォワードを完全子会社とすることを決議し、同日に株式交換契約を締結いたしました。 

     なお、当該契約の詳細につきましては「第５経理の状況 1 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表（企業結合等関

係）」に記載しております。 

商号 株式会社ベネックス 

本 店 所 在地 東京都大田区山王２丁目５番13号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 加藤利宣 

資 本金 17億6,253万円(平成18年３月末日現在) 

主 な 事 業 内容 各種配管用機材、機器の製造、販売及び輸出入業務 

各種配管の設計、組みたて及び施工 



６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和５１年大蔵省令第２８号）に基づき、当社単独の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（昭和３８年大蔵省令第５９号）に基づいて作成しております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度は、主要原材料であるステンレス鋼材が世界的なニッケル価格の急騰により、連月値上がりする

状況が続きました。また、製品については、突合わせ溶接継手とフランジが台湾、中国からの輸入拡大もあり、競

争が激化する結果となりました。 

このような状況下、当社グループは造船・デジタル関連工場などの新たな分野への営業活動にも注力し、売上高

は７，５１７百万円（前期比１９．１％増）を確保し、営業利益は５５６百万円（前期比４４．０％増）となりま

した。 

営業外損益では、金融収支の改善もあり、経常利益は４４５百万円（前期比７６．６％増）となりました。 

特別損益につきましては、固定資産売却益８百万円などを特別利益に、固定資産処分損９百万円役員退職慰労金

３６百万円、役員退職慰労金制度の廃止に伴う引当金繰入６０百万円などを特別損失に計上しました。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は３４８百万円となり、法人税、住民税及び事業税を差し引き、法人税等

調整額及び少数株主利益調整後の当期純利益は、２７８百万円（前期比６０．７％増）となりました。 

  

(3) 戦略的現状と見通し 

今後のわが国の経済見通しにつきましては、好調な企業業績に支えられた設備投資の増加・底堅い個人消費等に

より引き続き緩やかなペースで景気拡大が続くことが見込まれますが、原油・素材価格の動向、金利・為替の動向

など、企業業績に影響を与える懸念要因もあります。 

当社グループにとりましても、前年に急騰したステンレス価格の動向、為替相場の動向が収益圧迫要因となるこ

とも懸念され、今後の経営環境は予断を許さない状況にありますが、国内外での事業活動を一段と強化し、収益の

確保に努めてまいります。 

  

  

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度につきましても利益確保に努め 

自己資本は、平成１７年３月連結会計年度末  １，０５３百万円 

      平成１８年３月連結会計年度末  １，２２９百万円 

      平成１９年３月連結会計年度末  １，６８６百万円 

とその拡大を果たすことが出来ました。一方、キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーのマイナス５７９百万円、投資活動によるキャッシュ・フローのマイナス１３２百万円を財務活動によるキャッ

シュ・フロー８０３百万円でまかなったため、現金同等物の期末残高は４４７百万円と前期末に比べ８９百万円増



加しました。なお、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスになった要因は、売上増に伴う売掛債権の増

加と棚卸資産の増加の一方、為替変動リスク回避と支払利息削減を目的に行った米ドル建輸入ユーザンスの円貨借

入へのシフトを継続したことにより、税金等調整前当期純利益３４８百万円を上回る資金需要となったものです。 

  

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、「ステンレス製管継手」部門への資源の集中により、継手総合メーカーへと脱皮してまいりま

した。今後、その地位を確固たるものにするために、社内生産ではガス事業法、電気事業法、船級などに基づく高

規格を要求される製品に特化し、汎用品分野では価格競争力を強化すべく更なる調達先の多様化を進めていきま

す。国内販売では高品質を武器に船舶、半導体工場向けの営業を強化する一方、価格競争力のある商品調達により

汎用品分野でも積極的な営業活動を行ってまいります。また、海外販売では上海現地法人を拠点に中国市場の開拓

とタイ・マレーシア・シンガポールを中心に東南アジアでの営業活動に注力してまいります。さらに、中東、ヨー

ロッパ地域への展開も視野に入れ、グローバルネットワーク作りを目指します。 

昨年１１月に業務提携した(株)ベネックスとの協業をさらにすすめ、今期以降、生産・調達・海外販売の各分野

で効果を出すべく努めてまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資は、設備に係る保守並びに生産合理化投資が主なもので総額７５百万円となりました。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定は含まれていません。 

２ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

３ 上記の記載金額には、消費税等を含めていません。 

  

(2) 国内子会社 

  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定は含まれていません。 

２ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

㈱ M I E フィッティング 

３ 上記の記載金額には、消費税等を含めていません。 

  

(3) 在外子会社 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社工場 
(三重県桑名市) 

管継手 
大型プレス、 
溶接機、旋盤 

196,302 84,220
2,072,959
(39,749)

45,395 2,398,878 102

名称 
数量 
(台) 

月額リース料
(千円) 

リース期間
(年) 

リース契約残高 
(千円) 

工具器具及び備品 5 550 5～7年 7,448

機械装置 10 2,283 6～7年 97,858

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱ M I E フォ
ワード 
(三重県桑名市) 

管継手 バフ加工 282 92
27,117
(2,203)

23 27,515 12

㈱ M I E フィ
ッティング 
(兵庫県西宮市) 

管継手 
金型、プレ
ス、溶接機 

38,651 15,710
334,079
(1,735)

2,586 391,028 15

㈱中部マテリア
ルズ 
(名古屋市中川
区) 

管継手 ― 2,152 4,317
128,339
(2,437)

2,800 137,609 16

名称 数量 
月額リース料

(千円) 
リース期間

(年) 
リース契約残高 

(千円) 

機械装置 一式 476 10 2,856

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

恵艾高科管件貿易
(上海)有限公司 

(上海市) 
管継手 ― ― ―

―
(―)

― ― 2



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記事項はありません。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

     
該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注） １ 株式交換の実施に伴う新株発行による増加であります。 

        資本組入額     ０円 

        交換比率   １：１４ 

    ２ 第三者割当   発行価格 ２０９円    資本組入額 １０５円 

      割 当 先   株式会社ベネックス（全株） 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 12,090,000 同左
名古屋証券取引所

市場第二部 
― 

計 12,090,000 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年10月１日 
（注 1） 

360 11,490 ― 556,500 70,964 76,047

平成18年11月30日 
（注 2） 

600 12,090 63,500 620,000 61,900 137,947



(5) 【所有者別状況】 

(平成19年３月31日現在) 

(注) １ 自己株式 5,941株は「個人その他」の欄に５単元、「単元未満株式の状況」欄に 941株含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」の欄の中には、証券保管振替機構名義の株式が、１単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

(平成19年３月31日現在) 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(名) 

― 10 10 39 1 ― 1,122 1,182 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2,277 120 2,731 5 ― 6,829 11,962 128,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 19.04 1.00 22.83 0.04 ― 57.09 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社ベネックス 東京都大田区山王2丁目5番13号 600 4.96

ＭＩＥテクノ取引先持株会 桑名市大字星川1001番地 556 4.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 549 4.54

株式会社中京銀行 名古屋市中区栄3丁目33番13号 495 4.09

東栄株式会社 名古屋市中区錦2丁目20番8号 405 3.35

中部証券金融株式会社 名古屋市中区栄3丁目3番17号 298 2.46

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3丁目33番1号 266 2.20

協和ステンレス株式会社 堺市南区富蔵251番地 260 2.15

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1丁目28番1号 258 2.13

株式会社ＵＥＸ 東京都品川区東品川2丁目2番24号 245 2.02

計 ― 3,933 32.53



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年３月31日現在) 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株(議決権１個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年３月31日現在) 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
― ― 

普通株式 5,000
（相互保有株式） 

― ― 
普通株式 199,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,758,000 11,758 ― 

単元未満株式 普通株式 128,000 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数   12,090,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 11,758 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
㈱ M I E テクノ 

桑名市大字星川1001番地 5,000 ― 5,000 0.04

（相互保有株式） 
㈱ M I E フォワード 

桑名市大字星川1001番地 199,000 ― 199,000 1.65

計 ― 204,000 ― 204,000 1.69



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 
  
     該当事項はありません 

    

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

     該当事項はありません 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

旧商法第221条第６項による取得 

  

会社法第155条第７号による取得 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

（注） 当期間における保有自己株式は、平成19年６月１日から有価証報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含

めておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 ９１７ １７４ 

当期間における取得自己株式 ―― ―― 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 ３，９８９ ７８４ 

当期間における取得自己株式 ２，４５８ ４１４ 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

18,924 1,847,651 ― ― 

その他( ――― ) ― ― ― ― 

保有自己株式数  5,941 ― 8,399 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主への還元を経営の重要項目と位置付け、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な

配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の配当につきましては、前期に続き今期も２０５百万円の黒字を確保いたしましたが、一日も早く過去

の累積損失の解消に努めたく、誠に遺憾ながら配当を見送らせていただきました。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は名古屋証券取引所(市場第二部)によっております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は名古屋証券取引所(市場第二部)によっております。 

  

回次 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 98 73 225 279 247

最低(円) 27 21 56 173 120

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) 247 246 240 230 178 178

最低(円) 199 219 221 120 136 160



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役社長 水 口 尚 之 (昭和12年10月６日生)

平成４年６月 株式会社東海銀行(現㈱三菱東京

UFJ銀行)監査役 
(注３) １１７

平成５年６月 当社取締役副社長 

平成７年６月 当社取締役社長(現任) 

代表取締役副社長 永 井 賢 治 (昭和20年３月23日生)

昭和44年４月 当社入社 

(注３) ４４

平成元年６月 当社営業部長 

平成２年６月 当社取締役営業部長 

平成12年６月 当社常務取締役営業部門統括兼営

業管理部長兼営業第二部長兼大阪

支店長 

平成14年11月 当社取締役営業部担任 

平成15年８月 当社代表取締役営業部担任 

平成16年１月 当社代表取締役常務営業部担任 

平成16年６月 当社代表取締役専務 

平成17年６月 当社代表取締役副社長(現任) 

常務取締役 

経営企画室長 
兼 

内部監査統括 
室長 

高 木 幹 夫 (昭和22年２月２日生)

昭和44年４月 株式会社東海銀行(現㈱三菱東京

UFJ銀行)入行 

(注３) ３

平成18年１月 当社入社 

平成18年２月 当社常務執行役員内部監査統括室

長 

平成18年３月 当社常務執行役員経営企画室長兼

内部監査統括室長 

平成18年６月 当社常務取締役経営企画室長兼内

部監査統括室長(現任) 

取締役 製造部長 西 川 忠 志 (昭和29年９月30日生)

昭和55年４月 当社入社 

(注３) ５
平成13年10月 当社継手部長 

平成14年11月 当社製造部長 

平成16年６月 当社取締役製造部長(現任) 

取締役 海外営業部長 楠 原 淳 一 (昭和28年２月２日生)

昭和50年４月 株式会社トーメン入社 

(注３) ７

平成12年４月 当社入社 

平成13年10月 当社購買・管理部長 

平成14年11月 当社営業部部長 

平成16年７月 当社執行役員営業部長 

平成17年11月 当社執行役員営業部部長(海外営

業担当) 

平成18年６月 当社取締役営業部部長(海外営業

担当) 

平成19年４月 当社取締役海外営業部長(現任) 

監査役 
(常勤) ―― 鳴 澤 久 和 (昭和21年９月８日生)

昭和45年４月 株式会社東海銀行(現㈱三菱東京

UFJ銀行)入行 
(注５) ―

平成19年５月 当社入社 

平成19年６月 当社監査役(現任) 

監査役 ―― 諸 戸 精 孝 (昭和17年８月７日生)

昭和43年10月 諸戸林業株式会社入社 

(注５) １４１

昭和63年２月 当社監査役(現任) 

現在 株式会社諸戸ホールディングス代

表取締役 

諸戸林業株式会社取締役 

グリーンプラザ株式会社代表取締

役 

諸戸土地株式会社代表取締役 

監査役 ── 岡 本 知 彦 (昭和35年４月８日生)

平成元年５月 株式会社ナベヤ入社 

(注５) ６

平成19年６月 当社監査役(現任) 

現在 株式会社ナベヤ代表取締役 

株式会社ナベヤ精機代表取締役 

株式会社サンアイ岡本代表取締役 

株式会社ミクロデント代表取締役 



    

  

(注) １ 千株未満は切り捨てて表示しております。 

２ 監査役諸戸精孝及び岡本知彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

４ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

５ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

監査役 ── 小 林 祥 司 (昭和15年10月22日生)

昭和34年４月 株式会社東海銀行(現㈱三菱東京

UFJ銀行)入行 

(注４) ３６

平成２年11月 当社に出向(総務部長) 

平成14年11月 当社管理部長 

平成15年３月 株式会社MIEフォワード取締役 

平成16年６月 当社監査役(現任) 

    

計 ３５９



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、社会、株主・投資家の皆様に企業経営の透明性を高めると共に有効に機能させるため、社会からの要請と

経営環境の変化に対して迅速かつ柔軟に対応できる企業経営体制と、株主尊重を第一義とする経営システムの構築・

維持を重要な施策としております。今後ともコーポレート・ガバナンスの充実・強化を図るとともにその維持に努

め、一層の高い企業倫理に基づいた事業活動の推進に努めてまいります。 

(2) コーポレート・ガバンスに関する施策の実施状況 

  ① 会社の機関の内容 

    当社は監査役制度を採用しております。 

    取締役会は取締役５名、監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成されております。(平成19年６月29日現

在) 

    取締役会は毎月定期的に開催しており、経営に関する重要事項の意思決定のほか、担当業務の執行状況報告な

ど行っております。 

    監査役会は毎月定期的に開催しております。監査役は、毎月の取締役会に参加し、取締役の経営管理状況、経

営執行状況を監視するとともに、会社の業務や財務状況の調査などを行っております。 

  ② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

    当社の内部統制システムといたしましては、内部監査統括室が各事業部の内部監査を行ない、その結果をとり

まとめ取締役会及び監査役会に報告し、経営監視を実施すると共に経営統制しております。また、監査役と充分

に情報を共有化するなど、内部統制の充実を図っております。 

    リスク管理体制といたしましては、従来の「リスク管理委員会」の機能を強化した、新「リスク管理委員会」

を平成18年５月に設けております。本委員会は、事業を取り巻くあらゆるリスクを回避し収益を確保、経営の安

定を図るための活動をしております。 

  ③ 会社の機関・内部統制の関係を図表にあらわしますと、下表のとおりであります。 

 
  

  



(3) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役はおりません。 

    社外監査役である諸戸精孝氏は株式会社諸戸ホールディングスの代表取締役であり、また、岡本知彦氏は株式会

社ナベヤ代表取締役であり、両氏とも当社の株主でありますが、それ以外には当社との関係において特別な利害関

係はありません。なお、当該各社と当社には特別な利害関係はありません。 

(4) 会計監査の状況 

① 会計監査の業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

  山田 順（みすず監査法人） 

  渡邉泰宏（みすず監査法人） 

② 監査業務に係る補助者の構成   

  公認会計士   ２名 

  会計士補    ５名 

   その他     ５名 

(5) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

① 役員報酬  取締役に支払った報酬     51,558千円 

           （当社に社外取締役はおりません） 

               監査役に支払った報酬     11,982千円 

           （うち社外監査役２名      4,530千円） 

② 監査報酬  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   11,400千円 

           （上記以外の業務に基づく報酬はありません） 

（注）１ 上記の他に取締役３名に対し使用人兼取締役の使用人給与相当額14,282千円を支払っております。 

         ２ 当社は、当事業年度より役員退職慰労引当金を計上しており、上記報酬等の額には当事業年度分の役

員退職慰労引当金7,950千円（取締役6,880千円、監査役1,070千円）が含まれております。また、過年

度分の役員退職慰労引当金46,470千円（取締役39,830千円、監査役6,640千円）は上記報酬等の額に含

まれておりません。 

         ３ 上記のほか、平成18年６月29日開催の第167回定時株主総会の決議に基づき、退任取締役３名及び退任

監査役１名に対し役員退職慰労金総額30,560千円を支給しております。 

(6) 責任限定契約の内容と概要 

      当社と社外監査役は、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には賠償責任

の限度額を、360万円と法令の定める最低限度額とのいずれか高い額とする責任限定契約を締結しております。 



(7) 取締役の定数 

   当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。 

 (8) 取締役の選任の決議要件 

   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 (9) 自己の株主の取得の決定機関 

   当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に応じて財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行すること

を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨定款に定めております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月1日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度(平成18年４月1日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月1日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計期間(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については中央青山監査法

人により監査を受け、当連結会計期間(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、みすず監査法人により監査を受けておりま

す。 

なお、平成18年９月１日をもって中央青山監査法人は、みすず監査法人に名称を変更しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金     375,679 461，497   

受取手形及び売掛金 ※７   1,555,373 2,206,415   

たな卸資産     1,223,893 1,723,108   

繰延税金資産     2,905 15,917   

その他     58,450 78,554   

貸倒引当金     △16,989 △15,193   

流動資産合計     3,199,313 51.7 4,470,300 59.2 

Ⅱ 固定資産         

(1) 有形固定資産 ※1,2       

建物及び構築物     250,969 237,389   

機械装置及び運搬具     118,845 104,340   

土地 ※５   2,451,836 2,451,836   

その他     47,022 98,406   

有形固定資産合計     2,868,674 46.3 2,891,972 38.3 

(2) 無形固定資産         

ソフトウェア     6,985 8,228   

その他     8,791 4,860   

無形固定資産合計     15,776 0.3 13,088 0.2 

(3) 投資その他の資産         

投資有価証券     58,089 124,593   

会員権     24,670 24,670   

その他     42,974 42,551   

貸倒引当金     △18,505 △18,963   

投資その他の資産合計     107,228 1.7 172,852 2.3 

固定資産合計     2,991,679 48.3 3,077,913 40.8 

資産合計     6,190,992 100.0 7,548,214 100.0 

        



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

支払手形及び買掛金 ※７   894,838 1,075,377  

短期借入金 ※２   1,866,642 1,940,133  

一年内返済長期借入金 ※２   268,736 453,516  

未払金   37,082 49,810  

未払法人税等   45,113 47,484  

賞与引当金   38,986 52,380  

役員賞与引当金   ― 2,900  

その他 ※７   54,415 53,446  

流動負債合計   3,205,815 51.8 3,675,048 48.7

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 ※２   741,320 1,158,446  

繰延税金負債   2,285 1,280  

再評価に係る 
繰延税金負債 

※５   762,949 762,949  

退職給付引当金   164,682 157,943  

役員退職慰労引当金   ― 72,770  

連結調整勘定   4,134 ―  

負ののれん   ― 33,438  

固定負債合計   1,675,372 27.0 2,186,828 29.0

負債合計   4,881,188 78.8 5,861,876 77.7

       

(少数株主持分)      

少数株主持分   80,200 1.3 ― ―

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   556,500 9.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   5,457 0.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   △180,753 △2.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５   864,688 14.0 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金   3,093 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６   △19,382 △0.3 ― ―

資本合計   1,229,603 19.9 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  6,190,992 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

  資本金   ― ― 620,000  

  資本剰余金   ― ― 142,099  

  利益剰余金   ― ― 95,940  

  自己株式   ― ― △38,028  

株主資本合計   ― ― 820,011 10.9

Ⅱ 評価・換算差額等      

  その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 1,638  

  土地再評価差額金   ― ― 864,688  

評価・換算差額等合計   ― ― 866,326 11.5

純資産合計   ― ― 1,686,337 22.3

負債純資産合計   ― ― 7,548,214 100.0

       



② 【連結損益計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   6,314,255 100.0 7,517,584 100.0

Ⅱ 売上原価   5,064,934 80.2 5,991,229 79.7

売上総利益   1,249,320 19.8 1,526,355 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   862,993 13.7 970,008 12.9

営業利益   386,326 6.1 556,347 7.4

Ⅳ 営業外収益     

受取利息 196 107   

受取配当金 739 655   

設備賃貸料 4,827 6,584   

連結調整勘定償却額 4,134 ―   

負ののれん償却額 ― 7,849   

未請求債務整理益 8,731 ―   

その他 2,201 20,829 0.3 3,145 18,341 0.2

Ⅴ 営業外費用     

支払利息 92,941 68,423   

手形売却損 21,516 16,871   

為替差損 35,328 ―   

支払手数料 ― 20,100   

その他 5,248 155,035 2.4 24,079 129,473 1.7

経常利益   252,121 4.0 445,215 5.9

Ⅵ 特別利益     

固定資産売却益 ※２ 2,946 8,577   

貸倒引当金戻入益 5,205 1,338   

その他 857 9,009 0.1 ― 9,915 0.1

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 ※３ 10,880 9,331   

投資有価証券売却損 3,130 ―   

役員退職慰労金 5,000 36,960   

役員退職慰労 
引当金繰入額 

― 60,447   

その他 1,067 20,079 0.3 ― 106,738 1.4

税金等調整前 
当期純利益 

  241,052 3.8 348,392 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

59,346 73,652   

法人税等調整額 △2,905 56,441 0.9 △13,012 60,640 0.8

少数株主利益   11,521 0.2 9,658 0.1

当期純利益   173,089 2.7 278,093 3.7

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,182 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益   275 275 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   5,457 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △353,842 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   当期純利益   173,089 173,089 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △180,753 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 556,500 5,457 △180,753 △19,382 361,821 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 63,500 61,900     125,400 

 株式交換による変動額   74,694   1,847 76,542 

 利益処分による役員賞与     △1,400   △1,400 

 当期純利益     278,093   278,093 

 自己株式の取得       △958 △958 

自己株式の少数株主からの取得       △21,843 △21,843 

 自己株式の処分   46   2,308 2,354 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 63,500 136,641 276,693 △18,646 458,189 

平成19年３月31日残高(千円) 620,000 142,099 95,940 △38,028 820,011 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 3,093 864,688 867,781 80,200 1,309,804 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行         125,400 

株式交換による変動額         76,542 

 利益処分による役員賞与         △1,400 

 当期純利益         278,093 

 自己株式の取得         △958 

自己株式の少数株主からの取得         △21,843 

 自己株式の処分         2,354 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △1,455 ― △1,455 △80,200 △81,655 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △1,455 ― △1,455 △80,200 376,533 

平成19年３月31日残高(千円) 1,638 864,688 866,326 ― 1,686,337 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   241,052 348,392 

減価償却費   59,785 57,969 

連結調整勘定償却額   △4,134 ― 

負ののれん償却額   ― △7,849 

貸倒引当金の増減額   △20,331 △1,338 

賞与引当金の増減額   △434 13,394 

役員賞与引当金の増減額   ― 2,900 

退職給付引当金の増減額   △7,445 △6,739 

役員退職慰労引当金の増減額   ― 72,770 

受取利息及び配当金   △935 △762 

支払利息   92,941 68,423 

投資有価証券売却損益   3,130 ― 

固定資産売却益   △2,946 △8,577 

固定資産除却損   10,880 9,331 

売上債権の増減額   △204,224 △650,999 

棚卸資産の増減額   △23,158 △499,214 

仕入債務の増減額   △271,505 180,539 

その他   10,785 △19,327 

小計   △116,539 △441,087 

利息及び配当金の受取額   1,082 762 

利息の支払額   △86,957 △66,085 

法人税等の支払額   △55,955 △73,527 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △258,369 △579,938 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △10,834 △43,513 

定期預金の払出による収入   16,549 46,634 

有形固定資産の取得による支出   △42,606 △75,951 

有形固定資産の除却による支出   △5,608 △114 

有形固定資産の売却による収入   4,390 11,448 

投資有価証券の取得による支出   △123 △68,964 

投資有価証券の売却による収入   19,708 ― 

貸付金の回収による収入   12,500 ― 

その他   △4,327 △2,533 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △10,351 △132,994 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額   211,522 73,490 

長期借入れによる収入   452,000 1,297,000 

長期借入金の返済による支出   △440,878 △695,094 

社債の償還による支出   △100,000 ― 

株式の発行による収入   ― 125,400 

自己株式等の取得による支出   △551 △958 

自己株式等の売却による収入   5,509 5,701 

少数株主への配当支払   ― △2,362 

財務活動によるキャッシュ・フロー   127,602 803,177 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △169 △304 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △141,288 89,939 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   498,633 357,344 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   357,344 447,284 

        

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 



  

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は、すべて連結しております。 

連結子会社の数     ３社 

連結子会社の名称 

 ㈱MIEフォワード 

 ㈱MIEフィッティング 

 ㈱中部マテリアルズ 

  

子会社は、すべて連結しております。 

連結子会社の数     ４社 

連結子会社の名称 

 ㈱MIEフォワード 

 ㈱MIEフィッティング 
㈱中部マテリアルズ 
恵艾高科管件貿易(上海)有限公司 

恵艾高科管件貿易(上海)有限公司は当
連結会計年度中に設立したため、当連
結会計年度から連結の範囲に含めてお
ります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同 左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行って

おります。 

同 左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準

及び評価方法 

  

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

  (評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

  (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

  ② たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

    製品及び仕掛品 

    商品 

    原材料及び貯蔵品 

  

  

主として総平均法に基づく原価法 

総平均法に基づく原価法 

提出会社 

 移動平均法に基づく原価法 

連結子会社 

 最終仕入原価法に基づく原価法 

  

  

同 左 

同 左 

提出会社 

同 左 

連結子会社 

同 左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

  

  

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物     ２～47年 

 機械装置及び運搬具   ７～15年 

  

  

同 左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ② 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法を採用しておりま

す。 

同 左 

(3) 繰延資産の処理方法 ――――― 株式交付費は支出時に全額費用として

処理しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

  ① 貸倒引当金 

  

  

売掛金等の債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

  

同 左 

  ② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち期間対応額

を計上しております。 

同 左 

  ③ 役員賞与引当金 ――――― 役員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち期間対応額

を計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の残高に基づき計上してお

ります。 

同 左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 ――――― 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、役員退職慰労金に関する内規に基

づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同 左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

  ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについて特例処理を採用し

ております。 

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

金利スワップ   借入金利息

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

  ③ ヘッジの方針 

  金利スワップは借入金の範囲で金

利変動によるリスクを軽減する目

的に限定しております。 

  契約は信用度の高い国内の銀行に

しております。 

③ ヘッジの方針 

同 左 



    

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時およびその後も

継続して、キャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと想定す

ることができるため、ヘッジの有

効性の判定を省略しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同 左 

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同 左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は全面時価評価法によっております。 

同 左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却す

ることとしておりますが、金額が僅少

な場合は全額発生年度の損益としてお

ります。 

――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

――――― のれん及び負ののれんの償却について

は、５年で均等償却しておりますが、

金額が僅少な場合は、発生時の損益と

して処理しております。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計年度中に確定した利益処分に

基づくこととしております。 

――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手持

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３カ月以内に償還期限の到来

する短期資金とすることとしておりま

す。 

同 左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審査会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を当連結会計年度から適用しております。

この変更は、同会計基準及び同適用指針が当連結会

計年度より適用されることになったことに伴うもの

であります。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

  

――――― 

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。この変更にともない、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は2,900千円減少しております。 
（役員退職慰労引当金の計上基準） 
役員退職慰労金については、従来支給時に計上しておりま

したが、当連結会計年度における取締役会において、当社

は当連結会計年度にかかる第168回定時株主総会の終結の時

をもって、連結子会社であります㈱MIEフォワード、㈱MIE

フィッティング、㈱中部マテリアルズにつきましては平成

18年12月31日に終了する事業年度にかかる定時株主総会終

結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議

し、当連結会計年度までの在任期間中の職務遂行の対価部

分相当を、支給すべき退職慰労金の額として決定しまし

た。役員退職慰労金制度の廃止は、経営改革の一環として

役員報酬体系の見直しを行い、毎年の業績に応じた役員報

酬へ一本化をはかることにしたためであります。これによ

り当該支給見込額を役員退職慰労引当金として計上してお

ります。この変更により、当連結会計年度の対応額12,322

千円は販売費及び一般管理費に計上し、過年度の対応額

60,447千円は特別損失の「役員退職慰労引当金繰入額」に

計上しております。この結果、従来の方法に比較して営業

利益及び経常利益はそれぞれ12,322千円減少し、税金等調

整前当期純利益は72,770千円減少しております。なお、当

該会計処理の変更が下半期に行われたのは、取締役会の決

定が当下半期であったことから当中間連結会計期間におい

ては、従来の方法によっております。従って、当中間連結

会計期間は変更後の方法によった場合と比較して、営業利

益及び経常利益は6,161千円、税金等調整前中間純利益は

68,561千円多く計上されております。 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は1,686,337千円であります。なお、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― 

  

（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度から、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第10号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― 

（連結損益計算書） 

支払手数料は営業外収益の10/100を越えたため、区分掲

記することとしました。なお、前期は営業外収益のその

他に2,500千円含まれております。 

  

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に関

する変更は以下のとおりであります。 

（連結損益計算書） 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

(連結損益計算書関係) 

  

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   1,988,799千円 有形固定資産の減価償却累計額   1,906,618千円 

※２ 担保に供している資産 

 次のとおり工場財団を組成し、財団以外の担保資

産と併せて下記債務の担保に提供しております。 

担保に供している資産 

 次のとおり工場財団を組成し、財団以外の担保資

産と併せて下記債務の担保に提供しております。 

区分 担保に供している資産 金額(簿価) 区分 担保に供している資産 金額(簿価) 

工場財団 

建物及び構築物 205,217千円 

工場財団 

建物及び構築物 195,463千円 

機械装置及び 

運搬具 
95,268 

機械装置及び 

運搬具 
82,625 

土地 1,950,656 土地 1,950,656 

計 2,251,143 計 2,228,746 

工場財団 

以外の 

担保資産 

建物及び構築物 41,947千円 工場財団 

以外の 

担保資産 

建物及び構築物 38,186千円 

土地 378,876 土地 378,876 

計 420,824 計 417,063 

担保資産に 

係る債務 

科目 金額 

担保資産に 

係る債務 

科目 金額 

短期借入金 1,295,354千円 短期借入金 1,608,085千円 

一年内返済 

長期借入金 
216,580 

一年内返済 

長期借入金 
312,809 

長期借入金 654,790 長期借入金 971,384 

割引手形 934,630 割引手形 1,090,673 

計 3,101,354 計 3,982,951 

３ 受取手形割引高 1,287,828千円

受取手形裏書譲渡高 128,431 

受取手形割引高 1,752,465千円

受取手形裏書譲渡高 74,793 

※４ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数 

普通株式          11,130,000株 
―――――― 

※５ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法

律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 平成13年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額に合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

△298,981千円 

事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法

律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 平成13年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額に合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

△498,141千円 

※６ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の

数は、以下のとおりであります。 

普通株式            114,869株 

―――――― 

※７ 

―――――― 

連結会計期間末日満期手形の処理 

連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって

決済処理しております。従って、当連結会計期間末

日は、金融機関の休日であったため、次の連結会計

期間末日満期手形が連結会計期間末残高に含まれて

おります。 

受取手形              4,869千円 

支払手形              10,428千円 

設備代支払手形            220千円 

  前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 



  

至 平成18年３月31日) 至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額は次の

とおりであります。 

運賃 111,515千円

役員報酬 88,009

従業員給与手当及び賞与 326,554

賞与引当金繰入額 15,260

退職給付費用 3,957

販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額は次の

とおりであります。 

運賃 126,174千円

役員報酬 92,496 

従業員給与手当及び賞与 333,115 

賞与引当金繰入額 23,674 

退職給付費用 6,619 

※２ 固定資産売却益の主なものは次のとおりでありま

す。 

土地 2,756千円

機械装置及び運搬具 190

固定資産売却益の主なものは次のとおりでありま

す。 

土地 ―千円

機械装置及び運搬具 6,465 

その他(工具器具) 2,112 

※３ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 8,616千円

その他（工具器具） 95

建物及び構築物 2,093

固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 3,826千円

その他（工具器具） 1,986 

建物及び構築物 3,518 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

株式交換に伴う新株の発行による増加  ３６０千株 

 第三者割当増資に伴う新株の発行による増加  ６００千株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  ４千株 

 子会社との株式交換による子会社少数株主からの取得による増加  １１７千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 子会社が保有する親会社株式の売却による減少  １２千株 
 子会社との株式交換に際し子会社少数株主への移転による減少  １８千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) １１，１３０ ９６０ ―― １２，０９０ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) １１４ １２２ ３１ ２０５ 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 375,679千円

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△18,334 

現金及び現金同等物 357,344 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 461,497千円

預入期間が３か月を超える
定期預金 

△14,213  

現金及び現金同等物 447,284  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び 
運搬具 

221,132 116,048 105,084

その他 
(工具器具 
及び備品) 

36,949 23,583 13,366

合計 258,081 139,631 118,450

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

248,172 147,457 100,714 

その他
(工具器具 
及び備品) 

36,949 29,501 7,448 

合計 285,121 176,958 108,162 

(注) 取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注)         同 左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 35,169千円

１年超 83,281 

合計 118,450 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 35,020千円

１年超 73,142 

合計 108,162 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)         同 左 

  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

① 支払リース料 31,382千円

② 減価償却費相当額 31,382 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

① 支払リース料 37,327千円

② 減価償却費相当額 37,327 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

            同 左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っておりま

す。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

株式 18,703 23,739 5,035

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 18,703 23,739 5,035

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 4,807 4,361 △445

小計 4,807 4,361 △445

合計 23,510 28,100 4,589

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

9,708 ― 3,130 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 29,988 

 その他 ― 

合計 29,988 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券 ― ― ― ―

その他 ― 2,060 ― ―

合計 ― 2,060 ― ―



当連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っておりま

す。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

株式 ２０，０２７ ２０，８３２ ８０４

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ２０，０２７ ２０，８３２ ８０４

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

株式 ４，８５０ ４，７３６ △１１４

債券 ― ― ―

その他 ４，８０７ ４，５０２ △３０４

小計 ９，６５７ ９，２３８ △４１９

合計 ２９，６８５ ３０，０７１ ３８５

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

― ― ― 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ９４，５２２ 

 その他 ― 

合計 ９４，５２２ 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券 ― ― ― ―

その他 ― ２，０６０ ― ―

合計 ― ２，０６０ ― ―



(デリバティブ取引関係) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計(金利スワップの特例処理)を適用しているため、記載しておりません。 

  

当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

ヘッジ会計(金利スワップの特例処理)を適用しているため、記載しておりません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

  連結子会社は、変動金利の借入金の調達資金を固定

金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取引を

行っております。 

① 取引の内容及び利用目的等 

同 左 

② 取引に対する取組方針 

  金利関連におけるデリバティブ取引につきまして

は、想定元本が借入金総額を超えない範囲で市場の

実勢金利の変動によるリスクを軽減する目的で行う

こととしております。 

② 取引に対する取組方針 

同 左 

③ 取引に係るリスクの内容 

  連結子会社が利用しておりますデリバティブ取引に

関しましては、市場金利によるリスクを有しており

ますが、リスクヘッジを目的としていること、また

契約先は信用度の高い国内の銀行であるためリスク

はほとんどないと考えております。 

③ 取引に係るリスクの内容 

同 左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

提出会社のデリバティブ取引の実行及び管理は、上

記方針の範囲内で管理部が行っており、その残高及

び時価は毎月取締役会に報告しております。 

連結子会社においては提出会社に準じて管理してお

ります。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同 左 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   適格年金 ：退職金制度の約90％相当分について

適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

   退職一時金：退職金規定に基づく退職一時金制度

を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   適格年金 ：退職金制度の約90％相当分について

適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

   退職一時金：退職金規定に基づく退職一時金制度

を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) 退職給付債務の算定については簡便法を採用

しております。 

① 退職給付債務 193,011千円

② 年金資産 28,328 

③ 退職給付引当金 164,682 

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) 退職給付債務の算定については簡便法を採用

しております。 

① 退職給付債務 170,290千円

② 年金資産 12,347 

③ 退職給付引当金 157,943 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 8,176千円

② 退職給付費用 8,176 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 12,770千円

② 退職給付費用 12,770 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産の主な発生原因 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  たな卸資産評価損 36,908 千円

  投資有価証券評価損 25,104  

  会員権評価損 9,154  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 8,349  

  賞与引当金損金算入限度超過額 15,583  

  退職給付引当金損金算入限度超

過額 
65,001  

  繰越欠損金 325,635  

  その他 5,462  

  繰延税金資産合計 491,198  

  固定資産圧縮積立金 △2,805 千円

  有価証券評価差額金 △2,285  

  その他 △179  

  繰延税金負債合計 △5,271  

  評価性引当額 △485,307  

  繰延税金資産（負債）純額 619  

１ 繰延税金資産の主な発生原因 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  たな卸資産評価損 23,615 千円

  投資有価証券評価損 25,104  

  会員権評価損 9,154  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 6,577  

  賞与引当金 20,931  

  退職給付引当金 

  
62,415  

  繰越欠損金 232,287  

  その他 47,288  

  繰延税金資産合計 427,375  

  固定資産圧縮積立金 △2,504 千円

  有価証券評価差額金 △1,280  

  その他 △48  

  繰延税金負債合計 △3,833  

  評価性引当額 △408,905  

  繰延税金資産（負債）純額 14,636  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 39.8 ％ 

 (調整)     

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

1.2   

  住民税均等割等 0.9  

  評価性引当額 △18.5  

  税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

23.4  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 39.8 ％ 

 (調整)     

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

0.8   

  住民税均等割等 0.6  

  評価性引当額 △23.8  

 税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

17.4  



(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める管継手部門の割合が、

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める管継手部門の割合が、

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

連結子会社は全て本邦にありますので記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも９０％

を越えているため、記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(企業結合等関係) 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （共通支配下の取引等） 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

   ㈱ M I E フォワード （事業内容：当社製品の梱包・保管・発送） 

 （２）企業結合の法的形式 

    株式交換 

 （３）結合後企業の名称 

    ㈱ M I E テクノ 

 （４）取引の目的を含む取引の概要 

    当社と当社の連結子会社であります㈱ M I E フォワードは、平成18年７月31日開催の当社取締役会において承

認された株式交換契約書に基づき、平成18年10月１日に当社を完全親会社とし、㈱ M I E フォワードを完全子

会社とする株式交換を実施しました。㈱ M I E フォワードは当社の物流業務を担っており、完全子会社化する

ことで一層の緊密な連携を図り、併せて事業環境の変化に迅速に対応できる体制を整え、グループ全体として

の効率的な事業運営を行うためであります。 

２．実施した会計処理の概要 

  共通支配下の取引等のうち少数株主との取引 

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

（１）取得原価及びその内訳 

   取得の対価 

   ㈱ M I E フォワードの株式      ７６，５４２千円 

   取得原価              ７６，５４２千円 

（２）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

   ① 株式の種類及び交換比率 

     普通株式  ㈱ M I E テクノ １ ： ㈱ M I E フォワード １４ 

   ② 交換比率の算定方法 

     当社については市場株価平均法により、㈱ M I E フォワードについては時価純資産法により、株式価値の分

析を実施し、その結果を総合的に勘案して本件簡易株式交換にかかる株式交換比率を算定いたしました。 

③ 株式数及びその評価額 

      ３６０，０００株   ７２，７２０千円 

 （３）発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

   ① 負ののれんの金額  ３７，１５３千円 

   ② 発生原因 

     企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識するものです。 

③ 償却の方法及び償却期間 

５年間で均等償却 

 （４）企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

該当事項はありません。 

 （５）取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

     該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

    該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 111円62銭

１株当たり当期純利益 15円71銭

１株当たり純資産額 141円90銭 

１株当たり当期純利益 24円56銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益 

普通株主に帰属しない金額 

普通株式に係る当期純利益 

普通株式の期中平均株式数 

千円 

千円 

千円 

千株 

173,089 

― 

173,089 

11,011 

278,093 

― 

278,093 

11,324 



⑥ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返却予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごと返済予定額の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,866,642 1,940,133 1.5 ― 

１年以内に返却予定の長期借入金 268,736 453,516 2.1 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

741,320 1,158,446 2.2
平成20年３月～ 
平成24年３月 

合計 2,876,698 3,552,095 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内

(千円) 
３年超４年以内

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 409,904 598,752 85,290 64,500



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金   295,609 295,083  

受取手形 
※2,7 
11 

  568,522 733,404  

売掛金 ※７   775,809 1,074,881  

商品   653,688 960,626  

製品   168,944 233,261  

原材料   85,668 106,515  

仕掛品   81,726 142,964  

貯蔵品   6,528 7,645  

短期貸付金 ※７   80,000 50,175  

前渡金   9,443 31,981  

前払費用   14,157 11,905  

その他   31,243 29,065  

貸倒引当金   △6,742 △4,785  

流動資産合計   2,764,600 50.9 3,672,722 56.4

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※1,2      

建物   183,850 173,415  

構築物   22,255 22,887  

機械及び装置   95,268 82,625  

車両及びその他の 
陸上運搬具 

  2,210 1,595  

工具器具及び備品   40,734 45,395  

土地 ※３   2,072,959 2,072,959  

有形固定資産合計   2,417,278 44.5 2,398,878 36.8

(2) 無形固定資産      

営業権   4,000 ―  

商標権   441 370  

電話加入権   3,004 3,004  

諸施設利用権    853 632  

ソフトウェア   6,985 8,228  

無形固定資産合計   15,284 0.3 12,236 0.2



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産        

投資有価証券   32,653 101,997  

関係会社株式   165,337 241,879  

関係会社出資金   ― 50,000  

出資金   20 20  

長期差入保証金   7,948 8,421  

退職給与引当資産   16,883 10,852  

会員権   24,000 24,000  

長期前払費用   744 744  

破産更生債権   6,505 6,463  

貸倒引当金   △18,505 △18,963  

投資その他の資産合計   235,587 4.3 425,415 6.5

固定資産合計   2,668,150 49.1 2,836,530 43.6

資産合計   5,432,750 100.0 6,509,252 100.0

       

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

支払手形 
※７ 
11 

  613,202 630,999  

買掛金 ※７   238,514 331,364  

短期借入金 ※２   1,607,938 1,542,047  

一年内返済長期借入金 ※２   163,400 312,180  

未払金   43,208 44,283  

未払法人税等   2,871 4,232  

未払費用   10,407 17,903  

預り金   4,149 9,620  

賞与引当金   31,000 43,600  

設備支払手形 ※11   2,712 3,007  

その他   1,123  509  

流動負債合計   2,718,527 50.1 2,939,747 45.2

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 ※２   483,675 885,000  

繰延税金負債   281 959  

再評価に係る 
繰延税金負債 

※３   762,949 762,949  

退職給付引当金   150,916 142,014  

役員退職慰労引当金   ― 54,420  

固定負債合計   1,397,822 25.7 1,845,343 28.3

負債合計   4,116,350 75.8 4,785,090 73.5

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   556,500 10.2 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   5,082 ―  

資本剰余金合計   5,082 0.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   139,125 ―  

２ 任意積立金      

別途積立金 ― ― ― ―  

３ 当期未処理損失   247,717 ―  

利益剰余金合計   △108,592 △2.0 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 
※3, 
10 

  864,688 15.9 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※10   425 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５   △1,703 △0.0 ― ―

資本合計   1,316,400 24.2 ― ―

負債・資本合計   5,432,750 100.0 ― ―

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 620,000 9.5

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 137,947    

(2) その他資本剰余金 ― 3,730    

資本剰余金合計   ― ― 141,677 2.2

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 139,125    

(2) その他利益剰余金   △41,965    

繰越利益剰余金 ― △41,965    

利益剰余金合計   ― ― 97,159 1.5

４ 自己株式   ― ― △814  

株主資本合計   ― ― 858,022 13.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 1,451 0.0

２ 土地再評価差額金 ※３   ― ― 864,688 13.3

評価・換算差額等合計   ― ― 866,139 13.3

純資産合計   ― ― 1,724,162 26.5

負債純資産合計   ― ― 6,509,252 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※４     

製品売上高 1,673,140 1,574,508   

商品売上高 3,778,051 5,451,191 100.0 4,831,410 6,405,918 100.0

Ⅱ 売上原価     

製品期首棚卸高 203,696 168,944   

商品期首棚卸高 559,483 653,688   

当期商品仕入高 3,076,296 4,235,788   

当期製品製造原価 1,462,709 1,369,138   

合計 5,302,186 6,427,559   

他勘定振替高 ― 13,769   

製品期末棚卸高 168,944 233,261   

商品期末棚卸高 653,688 4,479,553 82.2 960,626 5,219,901 81.5

売上総利益   971,638 17.8 1,186,017 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

梱包費 133,010 142,157   

運賃 111,515 123,594   

役員報酬 67,617 55,590   

従業員給与手当及び賞与 228,688 209,199   

賞与引当金繰入額 13,857 18,137   

退職給付費用 1,930 4,445   

福利厚生費 28,179 31,784   

旅費及び通信費 37,159 44,152   

減価償却費 15,928 14,504   

地代家賃及びリース料 32,191 33,933   

その他 91,548 761,626 14.0 148,500 826,000 12.9

営業利益   210,011 3.8 360,016 5.6

Ⅳ 営業外収益     

受取利息 ※４ 4,113 2,051   

受取配当金 ※４ 30,108 23,542   

設備賃貸料 5,477 6,422   

為替差益 ― 304   

未請求債務整理益 8,731 ―   

その他 1,576 50,007 0.9 1,917 34,237 0.5

      



    

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用     

支払利息 76,723 51,255   

社債利息 726 ―   

手形売却損 16,172 15,760   

為替差損 35,328 ―   

たな卸資産処分損 ― 11,583   

支払手数料 ― 20,100   

その他 4,303 133,253 2.4 12,449 111,149 1.7

経常利益   126,765 2.3 283,104 4.4

Ⅵ 特別利益     

固定資産売却益 ※１ 30 8,577   

貸倒引当金戻入益 908 1,499   

償却債権取立益 857 1,795 0.0 ― 10,076 0.2

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 ※２ 8,887 9,159   

固定資産売却損 ※３ 12 ―   

投資有価証券売却損 3,130 ―   

役員退職慰労金 ― 30,560   

役員退職慰労 
引当金繰入額 

― 12,031 0.2 46,470 86,189 1.3

税引前当期純利益   116,530 2.1 206,992 3.2

法人税・住民税 
及び事業税 

1,240 1,240 0.0 1,240 1,240 0.0

当期純利益   115,290 2.1 205,752 3.2

前期繰越損失   363,008 ― 

当期未処理損失   247,717 ― 

      



製造原価明細書 

  

(注)  １ 原価計算の方法 

 部門別工程別総合原価計算制度を採用しております。 

※２ 他勘定振替高 

 機械及び装置、工具器具及び備品(主に金型)の固定資産勘定への振替が主なものであります。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 729,144 49.8 772,748 52.8

Ⅱ 労務費 305,658 20.9 314,229 21.5

Ⅲ 経費 429,852 29.3 375,324 25.7

(減価償却費) ( 32,620) (32,703)  

(外注加工費) (306,547) (232,671)  

当期総製造費用 1,464,655 100.0 1,462,302 100.0

仕掛品期首棚卸高 101,013 81,726  

計 1,565,669 1,544,028  

仕掛品期末棚卸高 81,726 142,964  

他勘定振替高 ※２ 21,232 31,925  

当期製品製造原価 1,462,709 1,369,138  

     



③ 【損失処理計算書】 

  

  

  

  
前事業年度

(平成18年６月29日) 

科    目 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失   247,717 

Ⅱ 損失処理額 ――  ―― 

Ⅲ 次期繰越損失   247,717 



④ 【株主資本等変動計算書】 

(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 556,500 5,082 ― 5,082 

事業年度中の変動額         

 新株の発行 63,500 61,900   61,900 

 株式交換による増加額   70,964 3,730 74,694 

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(千円) 63,500 132,864 3,730 136,594 

平成19年３月31日残高(千円) 620,000 137,947 3,730 141,677 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 139,125 △247,717 △108,592 △1,703 451,286 

事業年度中の変動額           

 新株の発行         125,400 

 株式交換による増加額       1,847 76,542 

 当期純利益   205,752 205,752   205,752 

 自己株式の取得       △958 △958 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計(千円) ― 205,752 205,752 889 406,736 

平成19年３月31日残高(千円) 139,125 △41,965 97,159 △814 858,022 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
土地再評価 
差額金 

その他
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 864,688 425 865,113 1,316,400 

事業年度中の変動額         

 新株の発行       125,400 

 株式交換による増加額       76,542 

 当期純利益       205,752 

 自己株式の取得       △958 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― 1,025 1,025 1,025 

事業年度中の変動額合計(千円) ― 1,025 1,025 407,761 

平成19年３月31日残高(千円) 864,688 1,451 866,139 1,724,162 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

    

 (1) 子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法に基づく原価法 同左 

 (2) その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

  

  

  

  ・時価のないもの 

  

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

移動平均法に基づく原価法 

  

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

    

 (1) 製品・商品及び仕掛品 総平均法に基づく原価法 同左 

 (2) 原材料及び貯蔵品 移動平均法に基づく原価法 同左 

３ 固定資産の減価償却方法     

 (1) 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備は除く)につい

ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建物       ２～47年 

  機械及び装置   ７～15年 

同左 

 (2) 無形固定資産 定額法 

なお、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。 

同左 

  

４ 繰延資産の処理方法     

(1) 株式交付費 ――――― 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

５ 引当金の計上基準     

 (1) 貸倒引当金 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち期間対応額

を計上しております。 

同左 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の残高に基づき計上しております。 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 ――――― 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、役員退職慰労金に関する内規に基

づく期末要支給額を計上しておりま

す。 



  

  
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 

  



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を当事業年度から適用しております。この

変更は、同会計基準及び同適用指針が当事業年度よ

り適用されることになったことに伴うものでありま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

（役員退職慰労引当金の計上基準）

役員退職慰労金については、当社は従来支給時に計上して

おりましたが、当事業年度における取締役会において、当

事業年度にかかる第168回定時株主総会の終結の時をもって

役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、当事業年度

までの在任期間中の職務遂行の対価部分相当を、支給すべ

き退職慰労金の額として決定しました。役員退職慰労金制

度の廃止は、経営改革の一環として役員報酬体系の見直し

を行い、毎年の業績に応じた役員報酬へ一本化をはかるこ

とにしたためであります。これにより当該支給見込額を役

員退職慰労引当金として計上しております。この変更によ

り、当事業年度の対応額7,950千円は販売費及び一般管理費

に計上し、過年度の対応額46,470千円は特別損失の「役員

退職慰労引当金繰入額」に計上しております。この結果、

従来の方法に比較して営業利益及び経常利益はそれぞれ

7,950千円減少し、税引前当期純利益は54,420千円減少して

おります。 
なお、当該会計処理の変更が下半期に行われたのは、取締

役会の決定が当下半期であったことから当中間会計期間に

おいては、従来の方法によっております。従って、当中間

会計期間は変更後の方法によった場合と比較して、営業利

益及び経常利益は3,975千円、税引前中間純利益は50,445千

円多く計上されております。 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,724,162千円であります。なお、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部については、財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の財務諸表規則により作成しております。 
（企業結合に係る会計基準等） 
当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

――――― 支払手数料は営業外収益の10/100を越えたため、区分掲

記することとしました。なお、前期は営業外収益のその

他に2,500千円含まれております。 



  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度

(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,826,224千円 

有形固定資産の減価償却累計額 

1,738,234千円 

※２ 担保に供している資産 

 土地建物他           2,251,143千円 

 担保資産に係る債務       2,819,502 

担保に供している資産 

 土地建物他           2,228,746千円 

 担保資産に係る債務       3,613,331 

    

区分 
担保に供して 
いる資産 

金額(簿価)

工場財団 

建物 182,977千円

構築物 22,240

機械及び装置 95,268

土地 1,950,656

計 2,251,143

担保資産に 
係る債務 

科目 金額 

短期借入金 1,295,354千円

一年内返済 
長期借入金 157,900

長期借入金 468,550

割引手形 897,698

計 2,819,502

区分
担保に供して
いる資産 

金額(簿価) 

工場財団

建物 172,591千円 
構築物 22,872 

機械及び装置 82,625 
土地 1,950,656 

計 2,228,746 

担保資産に
係る債務 

科目 金額 

短期借入金 1,412,047千円 
一年内返済
長期借入金 228,125 

長期借入金 776,575 
割引手形 1,196,583 

計 3,613,331 

※３ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法

律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 平成13年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額に合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当期末における時価の合計金額と、当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計金額との差額 

△298,981千円 

事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法

律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 平成13年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額に合理的な調整を行って算出しております。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当期末における時価の合計金額と、当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計金額との差額 

△498,141千円 

※４ 授権株式数      普通株式    30,000,000株 

発行済株式総数    普通株式  11,130,000 
――――― 

※５ 自己株式の保有数 

普通株式                19,959株 
――――― 

 ６ 資本の欠損 

資本の欠損は、249,421千円であります。 
――――― 



  

  

  前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※７ 関係会社に対する資産及び負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

 受取手形 122,726千円

 売掛金 105,312

 短期貸付金 80,000

 支払手形 180,180

 買掛金 54,102

関係会社に対する資産及び負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

受取手形 126,076千円 

売掛金 176,794 

短期貸付金 50,000 

支払手形 213,913 

買掛金 69,041 

  ８ 保証債務 

 下記の銀行借入に対し保証を行っております。 

 ㈱MIEフィッティング 230,004千円

 ㈱ＭＩＥフォワード 20,000

保証債務 

 下記の銀行借入に対し保証を行っております。 

㈱MIEフィッティング 242,511千円 

㈱ＭＩＥフォワード 50,000 

  ９ 受取手形割引高               1,121,779千円 

受取手形裏書高            4,630 

受取手形割引高               1,553,428千円 

受取手形裏書高             ― 

※10 (配当制限) 

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当すること

が制限されております。 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

425千円であります。 

――――― 

※11 

――――― 

期末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理につきましては、手形交

換日をもって決済処理しております。従って、当期

末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形              4,869千円 

支払手形              10,428千円 

設備代支払手形            220千円 



(損益計算書関係) 

  

  

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の主なものは次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 30千円

固定資産売却益の主なものは次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 6,465千円 

工具器具及び備品 2,112 

※２ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。 

建物 36千円

 構築物 186 

 機械及び装置 8,345 

車両及びその他の陸上運搬具 271 

 工具器具及び備品 46 

固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。 

建物 3,518千円 

 構築物 ― 

 機械及び装置 3,813 

車両及びその他の陸上運搬具 ― 

 工具器具及び備品 1,826 

※３ 固定資産売却損の主なものは次のとおりでありま

す。 

工具器具及び備品 12千円

―――― 

※４ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

 売上高 860,067千円

 受取利息 3,919 

 受取配当金 29,652 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

 売上高 1,039,010千円 

 受取利息 1,967 

 受取配当金 23,240 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  4,906株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   株式交換による減少       18,924株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 19,959 4,906 18,924 5,941 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(千円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

  
期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 

  
164,012   67,496   96,516

工具器具 
及び備品 

  
36,949   23,583   13,366

合計 
  

200,961   91,079   109,882

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

  
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 

191,052 93,193   97,858 

工具器具
及び備品 

36,949 29,501   7,448 

合計 228,001 122,694   105,306 

(注) 取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注)         同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 29,457千円

１年超 80,425 

合計 109,882 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 32,164千円

１年超 73,142 

合計 105,306 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)         同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

① 支払リース料 24,832千円

② 減価償却費相当額 24,832 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

① 支払リース料 31,615千円

② 減価償却費相当額 31,615 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成18年４月１日至平成19年３月31日)

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

  

（企業結合等関係） 

 当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因 

  (繰延税金資産) 

  

  （繰延税金負債） 

たな卸資産評価損 36,908千円

投資有価証券評価損 25,104 

会員権評価損 9,154 

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,456 

賞与引当金損金算入限度超過額 12,338 

退職給付引当金損金算入限度超過額  60,064 

繰越欠損金 304,098 

その他 1,460  

繰延税金資産合計 456,584  

固定資産圧縮積立金 △2,805千円

その他 △281  

繰延税金負債合計 △3,087  

評価性引当額 △453,778  

繰延税金資産(負債)の純額 △281  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因 

  (繰延税金資産) 

  

  （繰延税金負債） 

たな卸資産評価損 23,615千円

投資有価証券評価損 25,104 

会員権評価損 9,154 

貸倒引当金損金算入限度超過額 6,552 

賞与引当金 17,352 

退職給付引当金                    56,521 

繰越欠損金 214,574 

その他 25,429  

繰延税金資産合計 378,305  

固定資産圧縮積立金 △2,504千円

その他 △959  

繰延税金負債合計 △3,463  

評価性引当額 △375,801  

繰延税金資産(負債)の純額 △959  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.8 ％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目 

2.3  

受取配当等の益金不算入額 △10.1  

住民税均等割 1.0  

評価性引当額 △31.9  

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

1.1  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.8 ％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

1.2  

受取配当等の益金不算入額 △4.0  

住民税均等割 0.6  

評価性引当額 △37.0  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

0.6  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 118円48銭

１株当たり当期純利益 10円37銭

１株当たり純資産額 142円68銭 

１株当たり当期純利益 17円94銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当期純利益 千円 115,290 205,752 

普通株主に帰属しない金額 千円 ― ― 

普通株式に係る当期純利益 千円 115,290 205,752 

普通株式の期中平均株式数 千株 11,111 11,466 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

  ㈱ベネックス ５４，６００ ６２，７９０ 

  涼仙ゴルフ倶楽部 ２ １２，０００ 

AWAJI SANGYO(THAILAND)CO.,LTD. １５，０００ ９，６４１ 

S.P.UNITED INDUSTRY SDN.BHD. ９００，０００ ６，９９０ 

  川崎設備工業㈱ ３７，０００ ４，７３６ 

  その他４銘柄 ４２，０２２ ３，１００ 

計 １，０４８，６２４ ９９，２５８ 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

  安藤証券「BAMワールド・ボンド・
アクティブ・オープン」 

３００ ２，７３９ 

計 ３００ ２，７３９ 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 684,350 6,285 22,797 667,839 494,424 13,316 173,415

 構築物 104,231 3,158 ― 107,389 84,502 2,525 22,887

 機械及び装置 885,150 4,734 81,272 808,612 725,986 11,106 82,625

 車輌及びその他の 
 陸上運搬具 

19,309 ― ― 19,309 17,714 615 1,595

 工具器具及び備品 477,499 19,709 36,206 461,002 415,606 12,856 45,395

 土地 2,072,959 ― ― 2,072,959 ― ― 2,072,959

 建設仮勘定 ― 515 515 ― ― ― ―

有形固定資産計 4,243,502 34,402 140,792 4,137,113 1,738,234 40,421 2,398,878

無形固定資産       

  営業権 20,000 ― ― 20,000 20,000 4,000 ―

 商標権 705 ― ― 705 334 70 370

 電話加入権 3,004 ― ― 3,004 ― ― 3,004

 諸施設利用権 1,574 190 298 1,466 833 293 632

 ソフトウェア 15,547 3,666 4,510 14,703 6,474 2,423 8,228

無形固定資産計 40,830 3,856 4,808 39,878 27,642 6,786 12,236

長期前払費用 744 ― ― 744 ― ― 744



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)のうち、99千円は債権の回収に伴うものであり、5,300千円は一般債 

権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 25,248 3,900 ― 5,399 23,749

賞与引当金 31,000 43,600 31,000 ― 43,600

役員退職慰労引当金 ― 54,420 ― ― 54,420



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

摘要 金額(千円)

現金 １，６５６

預金  

当座預金 ２６２，４０４

普通預金 ３１，０２３

計 ２９３，４２７

合計 ２９５，０８３

相手先別 金額(千円)

イシグロ㈱ １５６，８４７

㈱中部マテリアルズ １２６，０７６

㈱大一商会 １０６，４３０

ステンレス管機㈱ ７１，６６８

新興金属㈱ ６３，８６４

その他 ２０８，５１６

合計 ７３３，４０４

期日別 金額(千円)

平成19年３月 ４，８６９

    ４月 １７，４８２

    ５月 ３４，８８６

    ６月 ６５，０２７

    ７月 ２９３，２４８

    ８月 ２７０，５４７

    ９月 ４７，３４１

合計 ７３３，４０４



③ 売掛金 

 相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況は次のとおりであります。 
  

(注) 上記金額には、消費税等を含めております。 

  

④ 商品 

  

  

⑤ 製品 

  

  

相手先別 金額(千円)

㈱中部マテリアルズ １７６，７９４

イシグロ㈱ １４３，９０３

㈱大一商会 １３０，１５９

ステンレス管機㈱ １２２，９００

日揮プロジェクトサービス㈱ ７３，０１６

その他 ４２８，１０６

合計 １，０７４，８８１

前期末残高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円)
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヵ月)
  

(Ｄ) 
×12 

(Ｂ) 

775,809 6,711,237 6,412,165 1,074,881 85.6 1.9

品名 金額(千円)

溶接継手 ６８４，６５９

フランジ ２７５，９６６

合計 ９６０，６２６

区分 金額(千円)

溶接継手 ２３２，８２５

フランジ ４３５

合計 ２３３，２６１



⑥ 原材料 

  

  

⑦ 仕掛品 

  

  

⑧ 貯蔵品 

  

  

品名 金額(千円)

ステンレス鋼板 １４，８７２

ステンレスパイプ ９１，３８１

その他 ２６０

合計 １０６，５１５

品名 金額(千円)

溶接継手 ９２，０１９

フランジ ４４，７０６

その他 ６，２３９

合計 １４２，９６４

品名 金額(千円)

カタログ ４，７６８

燃料 １９２

電気材料 ２８６

消耗工具器具備品 １９６

雑工作材料 ９６２

その他 １，２３８

合計 ７，６４５



⑨ 支払手形及び設備支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

⑩ 買掛金 

 相手先別内訳 

  

  

支払手形 設備支払手形

相手先別 金額(千円) 相手先別 金額(千円) 

㈱MIEフィッティング １６３，５４８ ＩＧＮ中部㈱ １，１７６

㈱ＵＥＸ ７７，４１８ 名古屋酸素㈱ ８０８

㈱MIEフォワード ５０，３６５ ㈱小森安全機研究所 ４２０

㈱キッツ ４３，４８２ 東新電機工業㈱ ３８６

ステンレスパイプ工業㈱ ４２，９６５ ㈱共栄商会 ２１６

その他 ２５３，２１８  

合計 ６３０，９９９ 合計 ３，００７

支払手形 設備支払手形

期日別 金額(千円) 期日別 金額(千円) 

平成19年３月 １０，４２８ 平成19年３月 ２２０

    ４月 １４８，５７３    ５月 ８０８

    ５月 １６３，１０８    ７月 ３８２

    ６月 １１９，７３７    ８月 １，５９６

    ７月 １５７，９３７  

    ８月 ３１，２１３  

合計 ６３０，９９９ 合計 ３，００７

相手先別 金額(千円)

㈱MIEフィッティング ４６，３７９

増屋㈱ ４２，９４０

㈱ＵＥＸ ３９，１４４

㈱MIEフォワード ２０，７９０

㈱ニッコー ２０，１４７

その他 １６１，９６０

合計 ３３１，３６４



⑪ 短期借入金 

  

  

⑫ 長期借入金 

  

  

⑬ 再評価に係る繰延税金負債 

  

事業用土地の再評価に係るものである。 

相手先別 金額(千円)

㈱三菱東京UFJ銀行 ７１４，０４７

㈱中京銀行 ３２０，０００

㈱十六銀行 １４５，０００

㈱第三銀行 １００，０００

㈱山口銀行 １００，０００

㈱三重銀行 ８３，０００

その他 ８０，０００

合計 １，５４２，０４７

相手先別 金額(千円) 

㈱中京銀行 ２６３，６５０ 

㈱三菱東京UFJ銀行 ２２４，０００ 

㈱百五銀行 １６２，０００ 

㈱第三銀行 １２５，９００ 

その他 ４２１，６３０ 

合計 １，１９７，１８０ 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 新券交付手数料に記載の200円には消費税等は含まれておりません。 

２ 買取手数料 

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額とする。 

(算式) １株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

  ３ 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    (2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

    (3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、500株券、100株券、100株未満を表示する株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 

１ 不所持株券の発行又は返還 

２ 喪失による株券再発行 

３ 汚損または毀損による株券再発行 

   以上１枚につき200円 

４ 上記以外の新券交付 

   無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として下記に定める金額 

公告掲載方法 中部経済新聞 

株主に対する特典 なし 

100万円以下の金額につき 1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第167期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月29日 

東海財務局長に提出。 

(2) 
有価証券届出書 

及びその添付書類 
第三者割当増資に伴う新株発行   

平成18年10月31日 

東海財務局長に提出。 

(3) 半期報告書 (第168期中) 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月25日 

東海財務局長に提出。 

(4) 
半期報告書の 

訂正報告書 
訂正報告書（上記(3)半期報告書の訂正報告書）  

平成19年２月２日 

東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株式会社エムアイイーテクノ 

（商号 株式会社ＭＩＥテクノ） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エムア

イイーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２９日

株式会社エムアイイーテクノ 

（商号 株式会社ＭＩＥテクノ） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エムア

イイーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より役員退職慰労金の計上基準

を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株式会社エムアイイーテクノ 

（商号 株式会社ＭＩＥテクノ） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第167期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２９日

株式会社エムアイイーテクノ 

（商号 株式会社ＭＩＥテクノ） 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第168期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エムアイイ

ーテクノ（商号 株式会社ＭＩＥテクノ）の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、当事業年度より役員退職慰労金の計上基準を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 
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